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3.洪水氾濫解析用ソルバーNays2DFloodの開発（担当：川村里実）

（1）ソルバーの開発および普及活動
今年度の5月25日のiRIC2.0の発表とともにNays2DFloodを正式にリリースした．Nays2DFloodは一般

曲線座標で境界適合座標を用いた非定常平面2次元流計算による氾濫流解析用ソルバーである．本解析

ソルバーは北海道大学の清水康行によって開発されたNays2Dソルバー内の平面二次元流計算を氾濫流

解析に適用したものである．河道データを用いずに地形データだけを反映させる簡便な氾濫解析ソルバ

ーではあるが，上流端および左右側方の任意の複数の箇所からの非定常流量の流入条件を容易に設定で

きるため，原始河川や発展途上国における氾濫形態の解明などにも適用されている．特に本年度は，河

道の詳細なデータが存在しない中小河川流域における本氾濫流解析の適用性を検討するとともに，中小

河川流域を対象とした本ソルバーの操作マニュアルの作成を行った．

（2）中小河川流域への適用
近年，直轄河川では整備が進むとともに治水安全度が向上する一方で，中小河川においては未整備の

河川も多く，相対的に中小河川の氾濫の危険性は増大しつつある．ゲリラ豪雨と呼ばれる集中豪雨が頻

発すると言われており，元来流下能力の小さい中小河川およびその流域における危険性は更に高まるも

のと考えられる．また，本年度の9月に岩見沢市で発生した利根別川の支川の氾濫に見られるように，流

域規模が小さいほど降雨から非常に短時間で氾濫が生じるため，住宅地を流れる中小河川の氾濫特性を

把握しておくことが防災上必要であると考えられる．北海道内においては，国土交通省が管理する直轄

河川と北海道が管理する二級河川のうち水位周知河川についてはそれぞれ水防法に基づいた氾濫浸水想

定区域図が示されているものの，その他の膨大な数の中小河川においては氾濫の危険性に対する検討は

ほとんど行われていないのが現状である．これらの中小河川では，河道内の測量が行われていないため，

河道データが存在しない．また．水位等の観測設備も設置されておらず，河道内の詳細なデータはほと

んど期待できない．そこで本研究では，簡便な氾濫解析手法であるという本ソルバーの特徴を生かして，

中小河川流域における本ソルバーを用いた氾濫解析を行った．

具体的には，石狩川流域の市町村を対象として，滝川市他6市町村の中小河川を対象として

Nays2DFloodによる氾濫解析の検討を試みた．外力に関しては，H22年8月に忠別ダム上流で発生した洪

水時の雨量データも用い，氾濫解析の対象とする流域が非常に小さいことから合成合理式を用いた簡便

な手法で流出量を算出したものを用いた．また，地盤データは国土地理院より公開されている数値情報

を用いた．今回対象とした区域においては，国土交通省によるレーザープロファイラ測量成果を反映し

たものが公開されており，これを本解析に用いた．本研究における中小河川の解析結果は各市町村の防

災担当者に配布し，その有効性について今後各市町村の防災担当者等からの意見を参考に検討を進めて

いく予定である．解析例として，滝川市を対象としたものを図-3.1に示す．
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（3）解析操作マニュアルの作成
流域面積が小さく，膨大な数の中小河川に対して，氾濫危険地域の検討を素早く普及させるには，

Nays2DFloodのような簡便な氾濫解析手法が適当であると考えられる．そこで，中小河川流域の氾濫解

析への適用を普及させるために，国内の中小河川を対象とした解析操作マニュアルとして事例集を作成

した．作成した事例集を図-3.2に示す．国内の中小河川を対象としているということで，本事例集の中

で国土地理院のホームページからの地勢データのダウンロード法も記載した．また，外力として，任意

の雨量データと対象とする流域面積を入力すれば合成合理式より流出量が算出されるエクセルシートを

作成し，その使用方法を記載している．なお，このエクセルシートは本事例集に添付して配布するもの

である．

（4）まとめ及び今後の課題
本年度，Nays2DFloodはiRICのソルバーとして正式にリリースされ，利用者の幅が拡大しつつある．そ

の中でも本年度は，簡便な氾濫解析手法であるというNays2DFloodの特徴を生かして中小河川流域にお

ける氾濫解析の適用を試みるとともに，その普及を目的として事例集等の整備を進めた．しかし，普及

していくためには，今後も技術的なサポートを継続していく必要がある．特に，中小河川の氾濫危険区

域に対する検討は自治体の防災担当者が主体となるべき課題であるため，利用者の対象が必ずしも解析

の専門家だけではなく，防災担当者等も含まれるように利用者の対象範囲が広がることが理想的である．

そのためには，新たな利用者へのさらに強力なサポートが必要となることが予想され，今後の課題であ

る．また，本年度は中小河川を対象とした事例を中心に活動してきたが，5月の正式リリース以降，利用

者から様々な事例に対応すべくいくつかの要望が既に挙がっている．たとえば，計算の高速化や降雨・

蒸発散，また，ウォッシュロード等の計算の組み込みが要望として挙がっており，これらの要望に応え

るべくソルバー開発を進めていくことも今後の課題である．
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図-3.2中小河川を対象とした解析操作マニュアル（1）



― 94―

図-3.2中小河川を対象とした解析操作マニュアル（2）
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図-3.2中小河川を対象とした解析操作マニュアル（3）
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図-3.2中小河川を対象とした解析操作マニュアル（4）




